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各 位 

会  社  名 デジタルアーツ株式会社 

代 表 者 氏 名 代表取締役社長  道具 登志夫 

（コード番号：2326 東証第一部） 

問 合 せ 先 取締役 管理部長 眞田 久雄 
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エヌ・アール・アイ・セキュアテクノロジーズ株式会社との 

戦略的業務提携及び事業譲受に関するお知らせ 

 

当社は、平成 25 年６月４日開催の取締役会において、下記のとおり、エヌ・アール・アイ・ 

セキュアテクノロジーズ株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：増谷洋、以下 

「NRI セキュア」）とセキュリティソフトウェア事業における戦略的業務提携及び事業譲受に 

ついて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．戦略的業務提携及び事業譲受の理由 

 昨今、企業におけるメール誤送信やファイル送受信による機密情報の漏洩が頻発し、強固な 

対策が求められております。両社の強みを活かした当社と NRI セキュアとのセキュリティソフト 

ウェア事業における包括的な協業体制の構築によって、当社は、既存製品・サービスの連携・ 

強化が可能となり、新たなメールセキュリティソリューションの提供が実現することができる 

ものと考えております。 

 

 

２．戦略的業務提携の内容 

当社のメールフィルタリングソフト「m-FILTER」と NRI セキュアのセキュアファイル転送/ 

ファイル送信サービス「クリプト便」との連携機能の開発を行います。本機能は、グローバルに 

展開する企業を中心にニーズの高い、メールの添付ファイルからの情報漏洩対策ソリューション 

として、本年度下期に提供予定です。 

また、NRI セキュアの電子メール監査ツール「SecureCube / MailCheck（セキュアキューブ 

メールチェック）」と「m-FILTER」の企画・開発において技術連携を行い、将来的に送信後の 

メール監視機能を強化いたします。 



３．事業譲受の内容 

当社は、平成 25 年７月１日付で NRI セキュアの電子メール誤送信防止ソリューション 

「SecureCube / Mail Adviser（セキュアキューブ メールアドバイザー）」及び情報資産の 

識別・整理ソリューション「SecureCube / Labeling（セキュアキューブ ラベリング）」に 

関する事業、同ソフトウェアの知的財産権及び営業資産を譲り受けます。 

 

 

４．相手先の概要 

（１） 名 称 エヌ・アール・アイ・セキュアテクノロジーズ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区東新橋１－５－２ 汐留シティセンター 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  増谷 洋 

（４） 事 業 内 容 

セキュリティコンサルティング／クラウドセキュリティコンサル

ティング 

セキュリティソフトウェア、セキュリティ管理ソリューション 

マネージドセキュリティサービス、グローバルセキュリティサービ

ス 

（５） 資 本 金 450 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 12 年８月１日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社野村総合研究所 100% 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係

はありません。また、当社の関係者及び関係会社

と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、当社製品を用いたサ

ービス提供に関して取引関係にあります。また、

当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあり

ません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。

また、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の

関連当事者には該当しません。 

 

 

 



５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 25 年６月４日 

（２） 
業 務 提 携 契 約 締 結 

及 び 事 業 譲 受 契 約 締 結 
平成 25 年６月４日 

（３） 事 業 譲 受 期 日 平成 25 年７月１日（予定） 

 

 

６．会計処理の概要 

  本取引は、企業会計基準上の無形固定資産（ソフトウェア）の取得として処理することを 

予定しております。 

 

 

７．今後の見通し 

 本業務提携及び事業譲受による成果につきましては、適宜お知らせしてまいります。また、 

現時点で平成 25 年５月９日に発表した当期連結会計年度の業績予想の修正は行いませんが、 

今後、開示すべき事項が判明した場合にはすみやかにお知らせいたします。 

 

以上 


